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ご寄附に感謝

よ い ち の 人 口
 令和２年 6 月３0 日現在

　　人　口　18,347 人　     （－ 14）
　　男　性 　   8,539 人　     （－   4）
　　女　性　    9,808 人　   （－ 10）
　　世帯数　   9,814 世帯    （+　1）

転 入   27 人
転 出   29 人
出 生　  9 人
死 亡　21 人

●異動の内訳●

※カッコ（  ）内の数字は前月比
　平成２７年国勢調査（確定値）
　人　口　19,607 人　世帯数　8,769 世帯　

●新型コロナウイルス感染症対策として
・小樽地方石油業協同組合余市支部一同
　　　　　　　　　　　 一金　　１００,０００円

●新型コロナウイルス感染症対策として
・東京都　佐々木　健二
　　　　　　　　　　　 マスク　　　３,０００枚

　【税務課からのお知らせ】

夜間集合徴収所をご利用ください！

　町税は、道路・公園の整備、教育、子育て支援、各
種福祉サービスなど、皆さんの暮らしを支える大事な
費用に充てられています。もし町税が納付されなけれ
ば、町の財源が不足し、行政サービスの低下につなが
ります。納期内に納付している方との公平性を保つた
めにも、町税は必ず納期内に納めてください。

　町税を納期内に納めていない方には、まず、督促状
を送付して未納であることをお知らせします。
　また、電話や文書での催告や、自宅訪問などで自主
的な納付を促します。それでもなお納付されない場合
は、法律に基づき預貯金や給与、不動産等の財産を調
査し、差し押さえて滞納町税に充てることになりま
す。督促状や催告書が届きましたら、絶対に放置せ
ず、必ずご確認をお願いします。

　税金は納期限までに納付することになっています
が、病気や収入の減少等の事情がある場合には、納税
の猶予や分割による納付など、個々の実情に応じた納
税相談を受けています。納税にお困りの方は一人で悩
まずに、すぐに税務課納税グループにご相談くださ
い。

　納期内納付のお願い

町道民税　　　　２期 ８月２５日（火）

納期限～今月の税～

８月２５日（火）１７：３０～１９：００

・役場１階　税務課窓口　
・福祉センター本館（富沢町）

※納付書をご持参ください。
　納税相談も実施しています。

　納め忘れている税はありませんか？

　納税にお困りの方へ

国民健康保険税　２期

　問合せ　税務課 納税グループ　☎２１－２１１６

北方四島の一日も早い返還は国民の願いです

　建退共制度は、中小企業退職金共済法に基づき建設現
場労働者の福祉の増進と建設業を営む中小企業の振興を
目的として設立された退職金制度です。
　この制度は、事業主の方々が、労働者の働いた日数に
応じて掛金となる共済証紙を共済手帳に貼り、その労働
者が建設業界で働くことをやめたときに建退共から退職
金を支払うという、いわば業界全体での退職金制度です。

加入できる事業主：建設業を営む方
対象となる労働者：建設業の現場で働く人
掛　　　　　　金：日額３１０円

問合せ　建退共北海道支部
　　　　☎０１１-２６１-６１８６

● 国の制度なので安全、確実、申し込み手続きは簡単です。
● 経営事項審査で加点評価の対象となります。
● 掛金の一部を国が助成します。
● 掛金は事業主負担となりますが、法人は損金、個人では
　 必要経費として扱われ、税法上全額非課税となります。
● 事業主が変わっても退職金は企業間を通して計算されます。

【特　長】

・共済証紙は、労働者の就労日数に応じて適正に貼付して
　ください。
・「建設業退職金共済手帳」を所持している労働者が、建
　設業界を引退するときは、忘れずに退職金を請求する
　よう指導してください。

【事業主の皆さんへお願い】

知っていますか ? 建退共制度

●新型コロナウイルス感染症対策として
・明治安田生命余市出張所
　　　　　　　　　　　  マスク　　　　５００枚

●環境対策事業費の一部として
・イオン北海道(株) 
　(レジ袋販売代金(レジ袋削減の取り組み)として)
　　　　　　　　　　　一金　　   ５１,１３３円


